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行政や森林組合等との協力体制の構築

低コスト林業と確実な収入が生み出す地域の活性化 小規模林業が
「森林と山村の再生」につながる

その人に聞く

林業は小規模であればコストが掛からない方法
があります。それはボラバイト的林業であったり、
趣味であったり、季節型林業などであり、ゆとり
を持ってやることができるのです。私たちはそう
いった方法で、伐採した分をそのまま副収入とな
る仕組みを提供しています。この「コストが掛かっ
てないからやってもやらなくても良い」という点
が大事です。「晩酌代」を稼ぐ程度の感覚が原動力
となって林業をやってみたいという人を増やし、
現在約60名の人が個人レベルで林業をやっていま
す。そして、農家や退職者が副業としてやれるこ
とで、生活が安定し、山村で働く人を増やし、地
域も活性化していく。これは正に「森林と山村の
再生」なのです。

これまで、様々な事業に取り組んできましたが、
個人レベルでも十分できるのです。例えば、バイ
オマスプラント用の残材収集にしても、最初はプ
ラントの100％稼動ラインの1割の200tでよいと
言われていたのですが、それまでの活動ですぐに
達成できると思いました。実際、すぐにノルマは
超えて、現在では個人レベルの収集で稼動ライン
以上の実績を上げるまでになっています。
こういった、小規模林家での山林づくりは、ど

こでもできると思っています。将来的には農家や
退職者が副業的に林業をして、「自分の山は自分で
管理する」を無理なくでき、地域振興につながる
システムにしていきたいと考えています。
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関連・関係する団体

民間企業、財団、行政等の助成を活用

ネットワーク

ネットワークで人力のシェア
個人林家やボランティアが個別に間伐作業を行う
場合、搬出等で車や人手がどうしても足りない時が
ある、その時に土佐の森・救援隊のネットワークで、
機材や人力のシェアをし合い、助け合うシステムに
より継続できている。また、協力体制として個人林
家やボランティアによる生産森林組合も設立してい
る。

行政の支援

生産実績により
行政から支援を得る

個人活動により間伐材生産量が向上し、集約林業
と同様の生産実績を残すことで、旧本川町や高知県
等の理解を得られ、様々な支援や事業を導入してい
る。

環境保全への対価

環境保全活動として
出資補填を導入

本来、バイオマスプラントへの出荷による対価で
はコスト的に不足するが、残材の収集・処理を地球
環境保全活動の一環として町から環境支払いを受け
補填している。さらに、この環境支払いを町が地域
通貨で支払うことによって、地域経済の活性化にも
寄与することとなった。

林業の手法

低コストの小規模林業で
「晩酌代」を確保

個人林家やボランティア等が、簡易搬出機械や軽
トラック等で収集・搬出を行うことは小規模である
が、低コストで活動でき、間伐材で得られる収入は
大きくはないが、「晩酌代」を稼ぐといった意識が作
業活動のやる気につながっている。
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現在、個人やボランティアで行って
いる間伐作業においては、何かあっ
たときの保障がないことが問題であ
り、その体制づくりをしていく必要
がある。そのためには、行政を含め
森林ボランティアに対する保障等の
仕組みづくりが必要である。

今後の活動を拡大していくために
は、いの町のように協力してもらえ
る自治体との連携体制づくりや森林
組合との協力体制を構築していく必
要がある。

労災面での
保障体制の構築

行政や森林組合等との
協力体制づくり

森林整備

環境学習

モリ（森）券の地域循環

個人

参加 支援

ボランティア
土佐の森・救援隊

同業者

クラブ

・国土緑化推進機構の助成金

　（グリーンツーリズム、農村振興など）

・NEDOの補助金

　（バイオマス収集・運搬システム）

・日本財団、三井財団などからの助成金

・森林環境保全直接支払

　（森林整備する個人林家に対し環境支払）（いの町）

・森林環境税の支援事業（高知県）など
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取組と成果取組と成果 取組と成果

取組概要取組概要 取組概要

女性による
森林ボランティアと
間伐材の活用

稼げる林業の担い手を育成する
新規林業就業者と
技術指導者への研修活動

都市と山村との交流を
活発化させる
「西米良型ワーキングホリデー」

農林業の新たな担い手農林業の新たな担い手 農林業の新たな担い手

男性とともに女性がチェーンソーや鉈をもって山に
入り、下刈りや間伐を行っている。間伐された木は、
女性ならではの感性と母親としてのアイデアによって
プランター製作や炭焼きなどに有効活用されている。
森だくさんの会女性部は現在15名、ほとんどが主

婦である。母親や主婦といった女性が山を守り育てる
ことで、子どもたちに山の良さを伝え、生涯教育にも
役立っている。
持続的な活動の背景には、毎回の活動を少しずつ

でもステップアップしていくという工夫がある。同じ
ことを繰り返すのではな
く、学習・参加意欲が高
まる活動を行っている。

Iターンして林業に就いた技術者たちが、「林業
で食っていくNPO法人」を目標に平成13年に
Woodsman Workshopを結成。林業現場からの情
報発信や研究活動、人材育成を行っている。
特に新規林業就業者の指導・育成には設立当初から

力を入れており、全国の林業技術者を対象に座学や実
習を踏まえての技術指導や、毎回テーマを変えた学習
会を行う「林業Ｉターン・ミーティング」のほか、林
業就業希望者を対象にした実際の間伐現場での施業体
験や、森林ボランティアを対象にチェーンソーの研修
等も行っている。
Iターンに限らず、新

規林業従事者に対する指
導の重要性を意識してお
り、森林組合や林業会社
等の現場指導者にむけて
の指導方法の研修も行っ
ている。

主産業であった林業の衰退による村の経済活動停滞
と、それに伴って予想される経営危機、農家の人手不
足に対応するため、村は平成７年に総合計画を策定。
人口減少を不可避なこととして受け止めた上で、交流
人口の増加を図るために「カリコボーズの休暇村・米
良の庄」と称し、健康づくりの庄や語り部の庄など８
つの庄を建設、ソフト面での方策として西米良型ワー
キングホリデー制度を創設した。
来村者は西米良村で休暇を過ごすだけではなく、
ゆずやほおずきの栽培など季節的に人手が不足する仕
事を手伝い報酬を得る。得られた報酬は公設の滞在施
設の利用料などに活用さ
れ、村内に還元されてい
る。
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森だくさんの会女性部／長野県上伊那郡域NPO法人Woodsman Workshop／岐阜県郡上市 株式会社米良の庄／宮崎県西米良村

間伐などによる里山の保全• 
周辺地域の女性グループと交流会の開催• 
山の資源を活用した作品づくり• 

「林業Ｉターン・ミーティング」「林業寺子屋プロジェ• 
クト」等の林業技術に関する研修会
各種講演会・勉強会等への講師派遣• 

8つの庄の整備：休暇村として健康や文化関係の施設• 
を整備した
ワーキングホリデー制度の創設• 

地域内外から活動に興味をもった女性が参加し、女性• 
による里山保全活動が普及している
森の資源を活用したプランターなどが良く売れる• 
森林ボランティアの活動として、地元新聞社より賞を• 
受賞、賞金を活動資金にあてる

現在までに林業Ｉターン・ミーティングは９回開かれ• 
ており、毎回50～70人が参加
講師派遣回数年20回以上（平成20年）• 

農家の人手不足の解消• 
来村民との交流増加による村民意識の変化　　　　　• 
→「西米良村自体が魅力をもっている」
村民の自主的な取組による村の活性化• 

「行政に頼らない自主活動」
…行政に頼らないことで主体性を継続させている
「ステップアップ志向による継続性」
…毎回の活動に変化をもたせることによって、参加者の
活動・参加意欲を向上させる

「優れた人材を育てるためには何をすればいいか？
相手の立場に立って考える」
…受講者が希望するポイントを押さえた丁寧な指導や、
田舎暮らしに慣れるための交流の場の提供

・森だくさんの会・郡上市役所 ・西米良村役場

関連する組織関連する組織 関連する組織

山村振興のキーポイント 山村振興のキーポイント 山村振興のキーポイント
山村振興のキーポイント

「焦らず、気長に、ゆっくりと、双方にメリットのある
運営体制づくり」
…受け入れ側の需要を前提とした、農家等と参加者の相
対契約による無理のない仕組み

取組と成果

取組概要

農繁期の人手不足を解消
就農希望者と農家を結ぶ
ワーキングホリデー

農林業の新たな担い手

飯田市は「南信州」に含まれ、面積の８割は山林で、
田畑や居住地は２割に過ぎない。その土地も傾斜した
地形が多く、大規模な農業型土地利用が難しく、少量
多品目を生産する小規模農家がほとんどという地域
で、遊休農地も増える一方であった。
そんな中、田舎志向や定年帰農など、都市部より新
規就農の相談に訪れる人に着目し、農村の悩みと都市
住民のトレンドをマッチ
ングするため、農家は体
験料をとらない、都市住
民は労働報酬をもらわな
い「ワーキングホリデー
制度」へとつながった。
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飯田市役所／長野県飯田市

ワーキングホリデー制度の導入：農業に関心がある都• 
市住民と、農繁期の人手を必要としている農家を結ぶ
「援農」制度として平成10年より開始
ワーキングホリデーいいだ：一回3泊4日を標準とし• 
た、金銭授受なしの労力補完コース
結いターン：U・Iターン希望者への長期滞在型定住促• 
進コース

農繁期の人手不足解消• 
都市住民との交流を通じて、農家のやる気が向上• 
農業体験の場の提供によるIターン者の増加• 
参加登録者1,000名突破• 

―

関連する組織

「とにかく動いてみる」
…全国に事例のない新しい取組であったが、地域の後押
しもあり、とにかく動き始めた
「お金ではなく、双方の願いによってつながる援農制
度に」
…金銭の授受を必要とせずに、真剣な希望者と農家をつ
なぐ仕組みづくり

取組

参考事例については、半ページの構成で、以下の４項目についてまとめています。

取組概要　　　　取組と成果　　　　山村振興のキーポイント　　　　関連する組織


